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�．はじめに

近年、純粋持株会社を中心とする連結経営の重要性が増大しており、か

かる連結経営において、子会社は親会社の知的財産を使用している。この

ような親子会社間における知的財産の使用に関して、知的財産使用料対価

を授受する実務がみられる１。知的財産に何らかの価値があるのであれば、

その対価を授受することは、極めて合理的な経済行動である２。このよう

な授受すべき対価を授受しなかった場合、税法上なんらかの問題が生じる

恐れがある。例えば、内国法人間においては、知的財産の所有者に対して、

無償役務提供等として、徴収すべき知的財産使用料対価相当額が益金に算

入され、寄附金課税が行われる恐れがある（法法２２�、同３７）３。また、

内国法人と国外関連者の間で、徴収すべき知的財産使用料対価を徴収しな

かった場合、移転価格税制による追徴課税がなされるであろう（措法６６の

４）４。

特に、移転価格税制では、その課税インセンティブが高いように思われ

る。例えば、内国法人間で親会社が所有する知的財産を子会社に無償で使

用させる場合、本来親会社の所得になるべき金額が子会社へ移転される。

このことにより、親会社の法人税額が減少し子会社の法人税額が増加する

が、親会社および子会社がともに内国法人であるために、我が国の税収に
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変化はない。一方、同様の取引において、子会社が国外に存在する場合、

親会社から子会社への所得移転により、我が国の税収が減少することにな

る。このことから、内国法人間において無償取引に対する課税が困難であ

る場合においても、移転価格税制においては、課税される場合があるよう

に思われる。すなわち、知的財産取引に、その適正な取引価格を見出すこ

とは困難であるが、移転価格税制においては課税処分がなされる可能性が

高い。

このように、課税インセンティブが高く、適正な取引価格を見出すこと

が困難である知的財産取引の移転価格税制に対して、納税者は課税処分を

回避するためにどのような行動をとりうるのであろうか。現実に、多くの

企業が移転価格税制による追徴課税を受けているようであり５、現在の税

制において企業独自の力では、課税処分を回避することは容易ではないよ

うに思われる。そこで、近年、事前確認制度が注目されているようである

が６、この事前確認制度は、移転価格税制の予測可能性確保手段として適

切なのであろうか。また、予測可能性の確保にむけて、移転価格税制にお

ける課税根拠となる租税実体法の要件規定を整備する必要はないのであろ

うか。

そこで、小稿では、移転価格税制における予測可能性の有無および事前

確認制度による予測可能性確保の適否について考察したい。そのうえで、

租税実体法整備の必要性に言及し、移転価格税制における租税実体法のあ

り方について検討したい。

�．移転価格税制における予測可能性

１．取引区分と独立企業間価格算定方法

移転価格税制は、内国法人とその国外関連者との間における取引価格が、

独立企業間価格と異なる場合には、当該国外関連取引を独立企業間価格で

行ったものとみなして課税するものである（措法６６の４）。したがって、
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この独立企業間価格が明らかであれば、納税者にとって、課税関係が明ら

かになる。それでは、独立企業間価格とはどのように算定されるのであろ

うか。租税特別措置法によると、独立企業間価格算定方法は、国外関連取

引を�棚卸資産の販売または購入（以下、棚卸資産取引という。）と�そ

れ以外の取引（以下、棚卸資産以外の取引という。）に区分して、以下の

ように規定されている（措法６６の４�）。

棚卸資産取引における独立企業間価格は、独立価格比準法、再販売価格

基準法および原価基準法のいずれかの方法によることが原則とされている

（以下、これら３つの方法を総称して基本三法という。）。この基本三法を

もちいることができない場合に限り、基本三法に準ずる方法その他政令で

定める方法（以下、第４の方法という。）をもちいることができるとされ

ている。なお、政令では、利益分割法、取引単位営業利益法および取引単

位営業利益法に準ずる方法が定められている（措令３９の１２�）。

一方、棚卸資産以外の取引における独立企業間価格は、基本三法と同等

の方法が原則とされ、この基本三法と同等の方法を用いることができない

場合に限り、第４の方法と同等の方法を用いることができるとされている。

すなわち、国外関連取引の独立企業間価格算定方法は、同等の方法という

用語を用いることによって、棚卸資産取引を基本としてすべての国外関連

取引に棚卸資産の独立企業間価格算定方法を準用する規定になっていると

いえよう。

２．知的財産取引の特殊性と独立企業間価格算定方法

� 知的財産取引の特殊性

上述のとおり、国外関連取引の独立企業間価格算定方法は、棚卸資産取

引を基本としてすべての国外関連取引に棚卸資産の独立企業間価格算定方

法を準用する規定になっている。それでは、知的財産取引においても、棚

卸資産取引と同様の方法で独立企業間価格が算定できるのであろうか。

知的財産とは、「発明、考案、植物の新品種、意匠、著作物その他の人
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間の創造的活動により生み出されるもの（発明又は解明がされた自然の法

則又は現象であって、産業上の利用可能性があるものを含む。）、商標、商

号その他事業活動に用いられる商品又は役務を表示するもの及び営業秘密

その他の事業活動に有用な技術上又は営業上の情報」（知的財産基本法２

�）であるとされている。すなわち、知的財産とは、人間の創造的活動等

により生み出される無形の資産であり、見えざる資産であるといえる。こ

のように知的財産は、その不可視性ゆえに他の財産と異なる側面を有する。

例えば、有形財の取引であれば、当該有形財の引渡しをもって取引事実の

確認が可能である。同様に、人的役務の提供においても、当該役務提供行

為は目に見えるものであり、取引事実の確認は可能である。一方、知的財

産は、その不可視性ゆえに、取引事実の把握が困難な場合がある。このこ

とにより、知的財産は無意識のうちに取引がなされていることがありえる。

このように、無意識のうちに取引がなされているのであれば、その対価は

当然に無償となるであろう。また、親子会社間で意識的に知的財産を使用

させる場合においても、外部からは取引と認識されない危険性がある。す

なわち、租税行政庁からは対価性のない支出とみなされ寄附金課税を受け

る危険性が生じる。このことから、知的財産取引の対価を授受することに

消極的になる可能性がある。したがって、知的財産取引は、その不可視性

により無償または低額取引が生じやすいといえよう。

また、今日、知的財産は企業の重大なバリュードライバーになっており７、

このため知的財産の価値はおのずと高くなっている。知的財産価値は、そ

の投資額すなわち原価との関連性が低く、ひとたび高価値の知的財産が生

み出されると、その価値は肥大化する傾向がある。知的財産の価値が高け

れば高いほど、知的財産取引に対する課税インセンティブは高くなり、そ

の税額も多大なものになるであろう。すなわち、移転価格税制において、

知的財産取引は課税ターゲットにされやすく、追徴課税がなされた場合、

その税額の大きさから企業経営に対する影響は多大なものになるであろう。

さらに、知的財産は、唯一無二の性質を有している。すなわち、知的財
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産は、同一のものが存在せず、他者との差別化をはかるためのものであっ

て、他者の知的財産と異なる点に価値があるものである。したがって、知

的財産は他者の有する知的財産と比較することができず、知的財産の時価

は算定不能である８。

� 知的財産取引における基本三法と同等の方法等の不当性

上述のとおり、知的財産には、�不可視性、�バリュードライバーとし

ての高価値性および�唯一無二性という他の取引と区別すべき特殊性があ

る。このような特殊性がある知的財産取引に現行税法上の独立企業間価格

算定方法を用いることはできるのであろうか。現行税法上、知的財産取引

は棚卸資産以外の取引に区分され、原則として基本三法と同等の方法が適

用される。しかし、知的財産はその唯一無二性により、独立当事者間で行

われる同種の取引との比準は困難である。このため、独立価格比準法と同

等の方法を知的財産取引に適用すべきではない９。これに対して、知的財

産に類似の資産および類似の取引をみいだすことは可能である。しかし、

知的財産が他の知的財産と異なる点に価値があることをかんがみると、類

似の資産を比較することは無意味であり、独立価格比準法に準ずる方法と

同等の方法を用いることも不適切であるといわざるをえない。

また、知的財産が他者との差別化をはかるためのものであることから、

そもそも再販売が予定されていない場合が多い。このことから、再販売価

格を見出すことも困難である。すなわち、再販売価格基準法を知的財産取

引に適用することも困難である。これに対し、原価基準法を知的財産取引

に適用することは、一見すると容易であるかのように思える。しかし、知

的財産の原価は、その不可視性により完全に特定することができるとは限

らない。また、知的財産とその原価との関連性が極めて低いため、原価を

もって知的財産を評価することは不適切であるといわざるをえない。した

がって、原価基準法と同等の方法も知的財産取引に適用すべきではない。

さらに、基本三法に準ずる方法と同等の方法も、これらの方法が、基本
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三法の適用条件を緩和するもの、または基本三法を組み合わせるものであ

るため１０、不適切であるといわざるをえない。したがって、知的財産取引

に基本三法と同等の方法およびそれらに準ずる方法と同等の方法を用いる

ことは、不当であるといえよう。

３．知的財産取引にかかる予測可能性

上述のとおり、知的財産取引には、その特殊性により、基本三法と同等

の方法およびそれらに準ずる方法と同等の方法をもちいることは、不適当

である。それでは、知的財産取引には、これらの方法はもちいられないの

であろうか。知的財産取引においても、現行税法上は、他の取引と同様に

基本三法と同等の方法が原則的方法とされ、第４の方法と同等の方法の適

用は、基本三法と同等の方法をもちいることができない場合に限られてい

る。そこで、納税者が第４の方法と同等の方法をもちいて独立企業間価格

を算定し、当該独立企業間価格に基づいて国外関連取引をおこなったとし

ても、租税行政庁が、原則的方法である基本三法と同等の方法またはそれ

らに準ずる方法と同等の方法をもちいて、更正処分をする可能性も、否定

できない１１。

また、現行法に規定されている独立企業間価格算定方法は、何らかのか

たちで比準が必要である。特に、納税者が利益率を比準する場合、他者の

利益率情報を得る手段は、公開情報に限られる。一方、租税行政庁は、一

定の条件はあるものの調査権限を有しており（措法６６の４⑨）、そこで得

られる情報は、納税者が取得可能な情報と差異がある。公開情報だけでは、

比準情報として不十分であるとすれば、納税者には、独立企業間価格に関

する予測可能性が担保されていないということになろう。

さらに、租税行政庁が調査権限を行使して得た情報には守秘義務があり

（国家公務員法１００）、納税者には当該情報を知るすべがない。このような

場合、納税者には租税行政庁が算定した独立企業間価格、ひいては租税行

政庁がなした更正処分の是非を検証するすべがないのである。したがって、
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知的財産取引の独立企業間価格算定方法に関して、現行税法上は、予測可

能性が担保されているとはいいがたいといえよう。

�．事前確認制度

１．予測可能性確保手段としての事前確認制度

上述のとおり、知的財産取引の独立企業間価格算定方法に関して、現行

税法上は、予測可能性が担保されているとはいいがたい。それでは、知的

財産取引の独立企業間価格算定方法に関して、予測可能性を担保するすべ

はないのであろうか。今日、移転価格税制における予測可能性を確保する

手段として、事前確認制度が「移転価格事務運営要領の制定について（事

務運営指針）」（以下、移転価格事務運営指針という。）の第５章に記され

ている。移転価格事務運営指針によると、事前確認制度は、「移転価格税

制に係る法人の予測可能性を確保し、当該税制の適正・円滑な執行を図る

ための手続である」（移転価格事務運営指針５－１）とされている。事前

確認制度は、独立企業間価格の算定方法を事前に具体的に確認するもので

あり、事前確認を受けた国外関連取引は、独立企業間価格でおこなわれた

ものとして取扱われる（移転価格事務運営指針５－１６）。

したがって、事前確認を受ければ、その確認内容にしたがっている限り、

原則として追徴課税を受けることはない。すなわち、この制度の適用によ

り、納税者は予測可能性を確保することができるというものである。

２．事前確認制度と租税法律主義

� 事務運営指針と租税法律主義

上述のとおり、移転価格税制における予測可能性を確保する手段として、

事前確認制度がある。それでは、この事前確認制度には、税法上問題がな

いのであろうか。事前確認制度は、事務運営指針で定められているもので

あり、これはいわば取扱通達の一種である。すなわち、事務運営指針は法
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令ではなく、このため事前確認制度は法定外手続ということになる。した

がって、租税法律主義との関係で問題があるように思われる。

租税法律主義は、租税の課税要件ならびに賦課および徴収手続がすべて

法律によって定められなければならないというものであり、日本国憲法第

３０条および第８４条をその根拠とするものである１２。また、租税法律主義は、

行政法にいう「法律による行政の原則」の租税法における現れであるとさ

れている１３。

しかし、租税法は一般行政法とは異なる特質を有する１４。例えば、原子

力発電所の設置許可において、当該原子炉の設置によって利益を受けるの

は電力会社であり、反対に損害をこうむるのは健康被害の危険性がある地

域住民である。そこにおいて処分をおこなう行政庁は、第三者的立場によ

り判断をくだすことができる。したがって、一般行政法においては、ある

程度の行政裁量を認める余地がある。一方、租税法において、国の執行機

関である行政庁は租税債権の債権者であり、納税者は債務者である。すな

わち、租税行政庁は、利害が対立する一方の当事者である債権者であって、

第三者的立場にはない。このことから、租税行政庁の判断はあくまでも租

税債権債務に関する一方の当事者としての判断であり、当事者双方の判断

が異なる場合には、司法の判断をあおぐ必要があることはいうまでもない。

このことから、租税法においては、行政裁量を認める余地はなく、たとえ

非処分の手続に関するものであっても、すべて法律の定めによるべきであ

ろう１５。

したがって、事務運営指針に基づく現行の事前確認制度は、法定外手続

であるため、租税法律主義に反し、違法かつ不当であるといわざるをえな

いといえよう。

� 租税手続法による予測可能性と租税法律主義

上述のとおり、現行の事前確認制度は事務運営指針に基づくものであり、

法定外手続であるため租税法律主義に反するものである。そこで、この事
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前確認制度の立法化を求める見解がある１６。それでは、事前確認制度を立

法化しさえすれば、租税法律主義にかなうものになるのであろうか。租税

法律主義は、国民の経済生活に法的安定性および予測可能性を与えるため

のものであり、その内容は、�課税要件法定主義、�課税要件明確主義、

�合法性の原則および�手続保障原則からなるとされている１７。このうち、

�課税要件法定主義および�課税要件明確主義は、租税実体法にかかるも

のであり、�合法性の原則および�手続保障原則は、租税手続法にかかる

ものである。清永教授のことばを借りれば、租税実体法は「どのような税

を、誰が、いつどれほど負担させられることになるかに主として関するも

の」１８であり、租税実体法はまさに課税要件を定める法である。したがっ

て、課税要件は必ず租税実体法において定められなければならず、その規

定は明確でなければならない。換言すると、課税要件に関する予測可能性

は、租税実体法によって担保されるべきであるといえよう。

一方、事前確認制度は、これを法定化するとしても、あくまでも手続規

定であって、租税実体法にはなりえない。知的財産の独立企業間価格がい

くらになるのか、ひいては納税額がいくらになるのかに関する予測可能性

を事前確認制度によって担保するということは、課税要件に関する予測可

能性を手続法によって確保しようとするものである。このことから、たと

え事前確認制度を立法化したとしても、それだけでは租税法律主義が予定

する予測可能性の確保とはいえないのではなかろうか。

したがって、知的財産の独立企業間価格に関する予測可能性は、租税実

体法で確保する必要があるといえよう。

３．申告納税制度の趣旨と事前確認制度

上述のとおり、移転価格税制における予測可能性を確保する手段として、

事前確認制度があるが、この制度には租税法律主義との関係において問題

がある。それでは、事前確認制度の問題点は、租税法律主義との関係だけ

にあるのであろうか。事前確認制度は、事前に租税行政庁にいわばお伺い
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を立てるようなものであり、申告納税制度との関係で違和感がある。

法人税の税額確定方式は申告納税方式であり、この申告納税方式におい

て、納付すべき税額は原則として納税者の申告により確定する（税通法１６）。

すなわち、申告納税方式における税額確定主体は、第一次的には納税者で

ある。これに対し、租税行政庁の役割は、納税者の申告に疑義がある場合

またはその申告がない場合に限り、調査に基づいてその税額を更正または

決定することである（税通法２４、同２５）。すなわち、租税行政庁は第二次

的な確定権限を有しているにすぎない。

一方、事前確認制度は、納税者による税額確定に先立って、当該税額の

基礎になる取引価格を確認するものである。すなわち、事前確認をおこな

うことによって、納税者は事前に租税行政庁が認めるであろう独立企業間

価格をみいだすことができる。このことによって、納税者は当該独立企業

間価格で取引をおこなうことができ、当該独立企業間価格による申告納税

が可能となる。このため、事前確認制度は納税者の確定申告に影響をおよ

ぼすことになる。事前確認制度の主体は、納税者および租税行政庁の双方

であると考えられる。したがって、事前確認制度によって、租税行政庁は

納税者がおこなう確定申告に実質的に関与しているといえるように思われ

る。

それでは、事前確認制度はいかなる場合においても、申告納税制度との

関係において問題があるといえるのであろうか。確定申告またはその基礎

となる取引に先立って租税行政庁に相談または質問をするということは、

今日、日常的におこなわれているように思われる。納税者が租税行政庁に

相談または質問をする場合には、租税実体法を熟知してさえいれば相談ま

たは質問をせずとも確定申告ができる場合と租税実体法を熟知していても

相談または質問しなければ確定申告ができない場合が考えられる。すなわ

ち、租税実体法で予測可能性が確保されている場合と租税実体法で予測可

能性が確保されていない場合が考えられるのである。租税実体法で予測可

能性が確保されている場合であれば、事前相談に対する租税行政庁の回答
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は、租税実体法そのものによって導き出されるものである。この場合、租

税行政庁が確定申告に対して関与しているというよりはむしろ、租税行政

庁は納税者が租税実体法に基づいて確定申告をする手助けをしているにす

ぎないといえよう。これに対して、租税実体法で予測可能性が確保されて

いない場合において、租税行政庁に事前に相談することは、まさに「お上

にお伺いを立てる」ことに他ならないといえよう。

したがって、租税実体法で予測可能性が確保されていない状態における

事前確認制度は、納税者の第一次的な確定権に租税行政庁の判断が入りこ

むことになり、租税行政庁が納税者の確定権を阻害しているといっても過

言ではないのではなかろうか。すなわち、今日の事前確認制度は申告納税

制度の趣旨に反しており、租税実体法によって予測可能性が確保できるよ

うに法整備をする必要があるといえよう。

�．知的財産取引の独立企業間価格に関する実体法のあり方

１．取引区分と知的財産取引の独立企業間価格

上述のとおり、知的財産取引の独立企業間価格に関する予測可能性につ

いては、租税実体法を整備して確保する必要がある。それでは、租税実体

法を整備するにあたって、どのようなことを考慮すべきであろうか。知的

財産取引には、他の取引とは区別すべき特殊性がある。このため、知的財

産取引には、他の取引とは別の独立した取引区分を設け、知的財産独自の

独立企業間価格算定方法を考える必要がある。すなわち、現在、�棚卸資

産取引と�棚卸資産以外の取引の２つに区分して独立企業間価格算定方法

が規定されているが、これを�棚卸資産取引、�知的財産取引ならびに�

棚卸資産および知的財産以外の取引の３つに区分して独立企業間価格算定

方法を規定すべきであろう。

そのうえで、知的財産取引には、基本三法を基礎としない知的財産取引

独自の独立企業間価格算定方法を規定すべきである。租税法の解釈は原則
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として文理解釈によらなければならない１９。したがって、立法段階におい

ても、その後の法解釈に齟齬をきたさないように、用語の意味内容にはで

きる限り忠実でなければならない。このことから、知的財産取引独自の独

立企業間価格算定方法を考えるにあたっては、まず独立企業間価格の本質

からアプローチすべきであろう。独立企業間価格とは、相互に独立した当

事者間の取引において通常設定される対価とされている２０。このような独

立企業間価格の本質からすると、容易に市場価格がみいだせる取引であれ

ば、基本三法のひとつである独立価格比準法が適当である。

しかし、唯一無二性の特質を有する知的財産には、市場価格をみいだす

ことができない。このように市場価格が存在しない財またはサービスに対

して、独立当事者間においては、どのような価格形成がなされるのであろ

うか。単純化して考えると、独立当事者間において財またはサービスの売

り手は、当該財またはサービスから得られるであろうキャッシュフローの

現在価値以上の対価をえたいと考えるであろう。一方、当該取引における

買い手は、当該財またはサービスに対する期待キャッシュフローの現在価

値以下の金額で買いたいと考えるであろう。その均衡点は、期待キャッシュ

フローの現在価値ということになり、期待キャッシュフローの現在価値す

なわちインカムアプローチによる価値評価額が、知的財産取引の独立企業

間価格をあらわしているといえよう。

したがって、知的財産取引には、他の取引とは別の独立した取引区分を

設け、インカムアプローチによる価値評価額をもって、独立企業間価格を

算定する必要があるのではなかろうか。

２．合理的かつ客観的知的財産価値評価モデルの必要性

上述のとおり、知的財産取引には、他の取引とは別の独立した取引区分

を設け、インカムアプローチによる価値評価額をもって、独立企業間価格

を算定する必要がある。それでは、知的財産取引の独立企業間価格すなわ

ち価値評価額は、どのように算定すべきであろうか。期待キャッシュフロー
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の現在価値を算定するにあたっては、将来の予測が必要である。このため、

知的財産の価値評価は、恣意的になる恐れがある。このような恣意的な価

値評価額は排除されなければならない。したがって、知的財産価値評価額

は主観的なものではなく、客観的なものでなければならない。しかし、知

的財産の価値評価額は、いかに客観的であっても期待キャッシュフローの

現在価値を適切にあらわすものでなければ、その価値評価額は真の意味で

の独立企業間価格とはいえない。したがって、知的財産をインカムアプロー

チにより価値評価するには、なんらかの価値評価モデルが必要であり、そ

の価値評価モデルは、合理的かつ客観的なものでなければならないといえ

よう。

現在、いくつかの知的財産の価値評価モデルが公表されている２１。この

ような既存の価値評価モデルにおいても、合理的かつ客観的モデルであれ

ば、知的財産取引の独立企業間価格算定方法として活用可能であろう。

３．価値評価モデルによる知的財産取引直接評価の法定化

上述のとおり、知的財産取引の独立企業間価格に予測可能性を確保すべ

く租税実体法を整備すべきである。租税実体法の整備にあたっては、まず、

知的財産取引という取引区分を設定する必要がある。すなわち、�棚卸資

産取引と�棚卸資産以外の取引の２つに区分して規定されている現行の独

立企業間価格算定方法を�棚卸資産取引、�知的財産取引ならびに�棚卸

資産および知的財産以外の取引の３つに区分するよう改正すべきである。

そのうえで、知的財産取引には、基本三法を基礎としない知的財産取引独

自の独立企業間価格算定方法、すなわち「合理的かつ客観的知的財産価値

評価モデルによる直接評価」を原則的な独立企業間価格算定方法として規

定すべきであろう２２。

しかし、すべての知的財産取引に既存の知的財産価値評価モデルが適用

可能であるとは限らない。すなわち、今日すべての知的財産に合理的かつ

客観的価値評価モデルが存在しているわけではなく、価値評価モデルが存
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在しない知的財産もある。また、合理的かつ客観的価値評価モデルが存在

する知的財産においても、あらゆるケースに対応できるとは限らないよう

に思われる。このように、「合理的かつ客観的知的財産価値評価モデルに

よる直接評価」ができないものについては、これとは別の独立企業間価格

算定方法がもちいられる必要がある。したがって、知的財産取引において

は、「合理的かつ客観的知的財産価値評価モデルによる直接評価」を原則

的独立企業間価格算定方法とし、「合理的かつ客観的知的財産価値評価モ

デルによる直接評価」ができない場合に限り、例外的に「棚卸資産・知的

財産以外の取引」にもちいられる方法を準用し、現行のいわゆる「第４の

方法と同等の方法」を独立企業間価格算定方法として採用するものと規定

すべきであろう。

�．おわりに

以上述べてきたように、国外関連取引の独立企業間価格算定方法は、棚

卸資産取引を基本としてすべての国外関連取引に棚卸資産の独立企業間価

格算定方法を準用する規定になっている。しかし、知的財産には、�不可

視性、�バリュードライバーとしての高価値性および�唯一無二性という

他の取引と区別すべき特殊性がある。このため、知的財産取引に基本三法

と同等の方法およびそれらに準ずる方法と同等の方法をもちいることは、

不適当である。それにもかかわらず、知的財産取引においても、現行法上

は、他の取引と同様に基本三法と同等の方法が原則的方法とされ、第４の

方法と同等の方法の適用は、基本三法と同等の方法をもちいることができ

ない場合に限られている。このため、租税行政庁が、原則的方法である基

本三法と同等の方法またはそれらに準ずる方法と同等の方法をもちいて、

更正処分をする可能性も否定できない。また、現行法に規定されている独

立企業間価格算定方法には、何らかのかたちで比準が必要であるが、納税

者と租税行政庁では、取得可能な情報に差異がある。さらに、租税行政庁

長崎県立大学経済学部論集 第４３巻第４号（２０１０年）

２４４



が調査権限を行使して得た情報には守秘義務があるため、納税者は租税行

政庁が算定した独立企業間価格、ひいては租税行政庁がなした更正処分の

是非を検証するすべがない。したがって、知的財産取引の独立企業間価格

算定方法に関して、現行税法上は、予測可能性が担保されているとはいい

がたい。

移転価格税制における予測可能性を確保する手段として、事前確認制度

があるが、この制度には租税法律主義および申告納税制度の趣旨との関係

において問題がある。したがって、知的財産取引の独立企業間価格に関す

る予測可能性については、租税実体法を整備して確保する必要がある。知

的財産取引には、特殊性があるため、他の取引とは別の独立した取引区分

を設け、知的財産独自の独立企業間価格算定方法を考える必要がある。す

なわち、現在、�棚卸資産取引と�棚卸資産以外の取引の２つに区分して

独立企業間価格算定方法が規定されているが、これを�棚卸資産取引、�

知的財産取引ならびに�棚卸資産および知的財産以外の取引の３つに区分

して独立企業間価格算定方法を規定すべきである。

そのうえで、知的財産取引においては、「合理的かつ客観的知的財産価

値評価モデルによる直接評価」を原則的独立企業間価格算定方法とし、「合

理的かつ客観的知的財産価値評価モデルによる直接評価」ができない場合

に限り、例外的に「棚卸資産・知的財産以外の取引」にもちいられる方法

を準用し、現行のいわゆる「第４の方法と同等の方法」を独立企業間価格

算定方法として採用するものと規定すべきである。

このような立法措置は、移転価格税制が国際税制であることをかんがみ

ると、限界があるようにも思える。しかし、我が国は、知的財産価値評価

モデルに関する先進国のひとつであり２２、この問題こそ、我が国が率先し

て取り組み、世界に向けて発信していくべき問題ではなかろうか。

注

１ 純粋持株会社に関してブランド使用料実務を調査したものとして、拙稿「純粋持株会社の
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ブランド使用料実務とその価額―法人課税の危険性を念頭において―」『税経通信』第６３

巻第４号（平成２０年、２０１‐２１２頁）がある。

２ 広瀬義州教授は、ブランド使用料に関して、使用料授受の合理性および授受しなかった場

合の課税の危険性を指摘されている（広瀬義州・吉見宏『日本発ブランド価値評価モデル』

税務経理協会、平成１５年、１０３頁）。

３ 拙稿「ブランドの無償使用と益金認定―法人税法第２２条第２項の解釈を中心として―」『税

経通信』第６１巻第１２号、平成１８年、１６９‐１７６頁参照。なお、本稿において法律等の条文を

括弧書きで示す場合、以下のように略語で示すことにする。すなわち、法人税法は法法、

租税特別措置法は措法、租税特別措置法施行令は措令、国税通則法は税通法とする。また、

第１条は１、第１項は�、第１号は一と表示することにする。

４ 拙稿「移転価格税制における知的財産価値評価モデルの必要性」『税経通信』第６０巻第９

号、平成１７年、１５１‐１５８頁参照。

５ 移転価格税制の課税状況を調査したものとして、望月文夫「移転価格税制における無形資

産の価額と税務上の限界」『税理』第５０巻第１２号（平成１９年、６６‐６８頁）がある。

６ 相互協議を伴うものに関してではあるが、事前確認の発生件数が平成１０事務年度から平成

２０事務年度の１０年間で飛躍的に増加していることを示す統計資料として、国税庁『平成２０

事務年度の「相互協議を伴う事前確認の状況（APAレポート）」について』（平成２１年、

１‐７頁）がある。

７ 広瀬義州教授は、企業価値に占めるインタンジブルズの比率が、近年飛躍的に増大してお

り、インタンジブルズが重要なバリュードライバー（企業価値の決定要因）になっている

旨を示しておられる（広瀬義州「インタンジブル会計のフレームワーク」『税経通信』第

５７巻第３号、平成１４年、８８頁）。

８ 経済産業省のブランド価値評価モデルによると、「ブランドのように唯一無二の性質を備

えており、かつ企業集団内でのみ取引が行われる場合には、公正な価額すなわち時価の客

観的な算定が極めて困難である」（経済産業省企業法制研究会『ブランド価値評価研究会

報告書』平成１４年、１３頁）とされている。

９ 知的財産取引に基本三法と同等の方法およびそれらに準ずる方法と同等の方法を用いるこ

とに対する不当性については、拙稿、前掲論文（平成１７年）、１５２‐１５３頁参照。

１０ 国税庁『移転価格税制の適用に当っての参考事例集』平成１９年、３頁参照。

１１ 知的財産取引に基本三法と同等の方法またはそれらに準ずる方法と同等の方法が適用され

た事例については、拙稿、前掲論文（平成１７年、１５３‐１５４頁）参照。ここでは、独立価格

比準法と同等の方法がもちいられたケースと独立価格比準法に準ずる方法と同等の方法が

もちいられたケースの２つの裁決例を取り上げている。

１２ 清永敬次『税法（第七版）』ミネルヴァ書房、平成１９年、２８頁。

１３ このことについて、金子宏教授は、「租税法律主義は、近代法治主義の、租税の賦課・徴

収面における現れである」（金子宏『租税法〔第１４版〕』弘文堂、平成２１年、６６頁）と述べ
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ておられる。

１４ 拙稿「租税法分野における裁量概念」九州北部税理士会日税連公開研究討論会研究委員会

編『租税行政庁の権限行使における裁量』九州北部税理士会所収、平成２０年、７‐１９頁参

照。

１５ 同上論文、１４頁参照。

１６ 事前確認制度の立法化を求める見解として、高久隆太「移転価格税制を巡る諸問題（３）

―移転価格課税に係る訴訟の増加の中で―」『税経通信』第６２巻第５号（平成１９年、３８‐３９

頁）がある。

１７ 金子宏、前掲書、６６‐７４頁。

１８ 清永敬次、前掲書、１１頁。

１９ 金子宏、前掲書、１０３頁。

２０ 同上書、４２６頁。

２１ 例えば、ブランドの価値評価モデルとして、経済産業省企業法制研究会『ブランド価値評

価研究会報告書』（平成１４年）があり、特許権の価値評価モデルとして、広瀬義州『PatVM

特許権価値評価モデル』東洋経済新報社（平成１８年）がある。

２２ アプローチ方法は異なるが、知的財産の直接評価を求める見解として、江波戸順史「移転

価格税制の新たな展開―知的財産に係る移転価格問題の処理―」栗林隆・半谷俊彦『租税

論研究―課税の公平と税制改革―』五絃社所収（平成１８年、１８９‐１９１頁）がある。

２３ 少なくとも、経済産業省「ブランド価値評価モデル」（経済産業省企業法制研究会、前掲

書）は、国際的に評価が高いようである（Robert H.Herz・J.M.Foster・Halsey G.Bullen・広

瀬義州「FASBによる経済産業省『ブランド価値評価モデル』の評価」『企業会計』第５４

巻第１０号、平成１４年、９７‐１０９頁、Paul Zarowin・広瀬義州「ブルッキングス研究所による

経済産業省『ブランド価値評価モデル』の評価」『企業会計』第５４巻第１１号、平成１４年、

９７‐１０４頁、広瀬義州・吉見宏、前掲書、１５０‐１５４頁参照）。
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